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高校生の政治的自由を求める意見書 

上記事項に関し、別紙のとおり意見書を提出することについて議会の議決を

求める。 

平成２８年６月２４日提出 

  提 出 者  中間市議会議員   田 口 澄 雄 
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高校生の政治的自由を求める意見書 

７月実施の参議院選挙から、１８歳選挙権が実施されます。 

高校生の政治活動については、１９６９年の政治活動の全面禁止の通達があ

りましたが、文部科学省は、昨年の１０月２９日に新たな通知を出しました。 

この通知では、全面禁止という点では見直しがされましたが、それでも１８

歳以上の高校生の学校内での授業や生徒会活動や部活動を「利用」した政治活

動は禁止、学校外でも違法・暴力的になるおそれが高い場合は制限または禁止

というものです。 

また、教員の指導についても、「個人的な主義・主張を述べることは避ける」

「特定の政治上の主義・施策や特定の政党を支持したり、反対することになら

ないよう留意する」などとなっています。 

選挙権を付与するということは、参政権が保障されたということです。選挙

に参加する資格を与えながら、それが高校生であることを理由にその活動を制

限するのは筋が通らない話です。 

国連の子ども権利条約でも「１８歳未満の児童の意見表明権を認め」、諸外

国では高校生の自由な政治活動が展開されています。 

各地では、今回の新通知を背景に、「許可や届出」制の導入がされはじめ、

１８歳以上の高校生の政治活動への制限となるとともに、管理のしかたによっ

ては個人情報の流失までも危惧される事態となっています。 

宮城県や愛知県、大阪府、仙台市、堺市などの自治体では、「保護者の理解

のもと、生徒が自主的に判断すればよい」とのことで、こうした届出制は「不

要」との態度をとっています。 

元来、高校生といえども日本国憲法の定める基本的人権としての言論や政治

活動の自由が保障されるべきです。 

以上のことから、国を通じたこうした指導は行わないように求めます。 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 

  平成２８年６月２４日 
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